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1. はじめに 

設計時の想定を大きく超える強さの地震動の入力

に対して、建築物の基礎部を滑動させることで上部

構造の損傷を抑制する滑り基礎構造が提案されてい

る例えば 1)。滑り基礎構造は、一般的な免震構造と比較

して、①長周期地震動による共振の心配が小さい、

②機構が単純なためにコストダウンが期待できる、

③軽量建物への適用も容易である等々の理由から、

戸建住宅を中心とする木造建物の耐震性能向上には

特に有効な技術となり得る。一方で、実大規模の実

験によって滑り基礎構造物の地震応答を評価した研

究は少なく、また、転倒モーメントによる滑り面の

面圧変動や、滑り面の摩擦係数の速度・面圧依存性

が応答に与える影響に着目した研究も少ないことか

ら、実用化のためにはより詳細な検討が必要である。 
本研究では、滑り基礎構造を適用した実大 2 層木

造軸組の振動台加振実験により滑り基礎構造の有効

性を実証するとともに、滑動中の滑り面の面圧変動

を模擬できる解析モデルを構築しその妥当性を検証

した。また、今回使用した滑り材の摩擦係数の速度・

面圧依存性の評価およびその力学モデルの構築を目

的として滑り材単体の振動台加振実験を実施し、非

線形 FEM によるシミュレーション解析により力学

モデルの妥当性を確認した。 
 
2. 実大 2 層木造滑り基礎構造の振動台実験 

2.1 実験概要 

防災科学技術研究所の大型耐震実験施設（つくば

本所）にある 14.5×15 m の大型振動台を使用し、水

平 1 方向加振を行った。試験体は、木造軸組の土台

を振動台に固定した実大 2 層木造軸組試験体 2)（以

下、固定基礎試験体と称する）と、滑り基礎構造を

適用した試験体 3)（以下、滑り基礎試験体と称する）

の 2 体とした。 
振動台に設置した滑り基礎構造試験体の状況を写

真 1 左に示す。上部構造を構成する柱および土台は

120 mm 角の同一等級構成集成材とし、2 階梁は

240×120 mm の異等級構成集成材、R 階梁は 180×120 
mm の異等級構成集成材とした。軸組寸法は、柱間：

910 mm、土台－2 階梁の材芯間距離：2880 mm、2 階

梁－R 階梁の材芯間距離：2910 mm とした。試験体

各部の質量は、RC べた基礎：6.81 t、2 階：2.73 t、
R 階：1.77 t である。 

  
写真 1 試験体の全体（左）と滑り基礎部（右） 

両試験体とも上部構造は耐震等級 3 相当となるよ

うに壁量を調整し、耐力壁には 45×90 mm のたすき

掛け筋かい壁と、12 mm の構造用合板（等級 2 級）

を CN50 釘により 150 mm ピッチで接合した構造用

合板壁の 2 種類を用いた。柱と横架材の接合には

30kN 級の HD 金物を使用し、床材は厚さ 24 mm の

構造用合板（等級 2 級）とした。 
滑り基礎試験体の基礎は RC 造べた基礎とし、ベ

ースコンクリートとの間に写真 1 右に示す通り滑り

材（フッ素樹脂シート、t = 0.2 mm）、ゴムマット（t 
= 5 mm）およびゴム系防水シート（t = 2 mm）を敷

設した。フッ素樹脂シート同士の摩擦係数が最も小

さいため、滑動は 2 枚のフッ素樹脂シートの間で生

じる。加振中の RC 造べた基礎の平面内の回転を抑

制するため、試験体側面には加振方向に沿ってガイ

ドレールを設置した。固定基礎試験体では土台を H
形鋼にアンカーボルトにより固定し、H 形鋼は振動

台に固定した。 
 入力波は、日本建築センター模擬波 Lv1 の基準化

倍率 50%と 100%、同模擬波 Lv2 の基準化倍率 100%
（以下、それぞれ BCJ Lv1 50%、BCJ Lv1 100%およ

び BCJ Lv2 100%と略記）、2016 年熊本地震前震およ

び本震での KiK-net 益城観測波 EW 成分の基準化倍

率 75％（以下、それぞれ MSKf 75％、MSKm 75％と

略記）、1995 年兵庫県南部地震での JMA 神戸海洋気

象台観測波 NS 成分（以下、KOBE と略記）とした。 
2.2 実験結果 

加振で得られた各層の荷重変形履歴の一例として、
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BCJ Lv1 100%、MSKf 75%および KOBE の結果を図

1 に示す。黒線は滑り基礎試験体、灰線は固定基礎

試験体を示す。BCJ Lv1 100%では滑りはほとんど生

じていないが、MSKf 75%および KOBE では最大で

30～40 cm の滑りが生じることで上部構造の応答を

大幅に低減できていることから、大地震に対する滑

り基礎構造の有効性が認められる。 
滑り基礎部は全体的に安定した摩擦の履歴を示し

ているものの、KOBE の結果に着目すると滑動中に

滑り荷重が変動していることがわかる。滑り荷重が

変動する原因は、試験体に生じる転倒モーメントに

よって生じる柱の軸力変動によるものと考え、3 章

のシミュレーション解析ではその現象を考慮するた

め 2 次元フレームによるモデル化を行った。 

 
(a)BCJ Lv1 100%  (b)MSKf 75%     (c)KOBE 

図 1 各層の荷重変形履歴（黒線：滑り基礎試験

体、灰線：固定基礎試験体） 

3. 振動台実験のシミュレーション解析 

3.1 解析モデル 

 上下応答を考慮できる 2 次元フレームにより試験

体の 1 構面をモデル化した。解析コードには

OpenSees4)を用いた。図 2 に滑り基礎試験体のモデ

ルを示す。壁部分には、破線で示す部分にたすき掛

け筋かい壁、実線で示す部分に構造用合板壁を設置

した。各節点の質量は、2 階と R 階は支配面積比で、

滑り基礎部は RC 造べた基礎の体積比で配分した。 

 上部構造の耐力壁は拡張 NCL（ENCL）モデル 5)

で表現し、梁には梁要素、柱にはトラス要素を用い

た。ENCL モデルのパラメータは、事前に実施した

壁単体の静的載荷実験で得られた荷重変形履歴を模

擬するように決定した。 

 

図 2 滑り基礎構造試験体の解析モデル 

 
(a)BCJ Lv1 100%   (b)MSKf 75%      (c)KOBE 

図 3 実験と解析の荷重変形履歴の比較（黒線：解

析結果、灰線：実験結果） 

3.2 解析結果 

滑り基礎試験体の荷重変形履歴の実験結果と解析

結果の比較を図 3 に示す。黒線が解析結果、灰線が

実験結果である。上部構造の 1 層においては、解析

モデルの剛性が実験結果と比較して若干低いために

応答結果に差が生じているが、その他の応答は解析

モデルにより実験結果を概ね模擬できている。実験

で観測された滑動中の滑り荷重の変動についても、

変動の傾向については概ね模擬できていることが認

められる。 
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4. 摩擦係数の速度・面圧依存性の検証実験と

FEM によるシミュレーション解析 

4.1 実験概要 

2 章の実験の試験体に使用した滑り材について、

滑り速度および面圧が摩擦係数に与える影響を明ら

かにするため、滑り材単体の加振実験を行った。滑

り面の面圧は、2 章の試験体において試験体重量を

滑り面の面積で除して算出した平均面圧に対して 2
倍から 10 倍とした。試験体の一例を写真 2 に示す。 

加振方向は水平 1 方向とし、表 1 に示す波形を入

力した。入力波は、速度振幅の異なる振動数 2 Hz の

正弦波と、1995 年兵庫県南部地震での神戸海洋気象

台観測波 NS 成分とした。入力波の略称を表 3 中に

示す。滑り材の摩耗の影響を考慮するため、JMA 神

戸加振後に再度低速度の Sine 30-2 加振を実施した。 

 
写真 2 面圧 8 倍と 10 倍の試験体の状況 

表 1 加振表 

加振順 名称 （略称） 最大速度 (cm/s) 
1 正弦波 2Hz （Sine 15） 15 
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*は面圧 8 倍の加振のみ実施した。 

4.2 実験結果 

 摩擦係数の算出には、滑り面での履歴吸収エネル

ギーを等価とし、上下応答加速度の影響を考慮した

式(1) 6)を用いた。式(1)の分母の符号は、式(2)で示す

滑り速度 V の符号により定めた。 
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ここで、𝑁𝑁�は時刻𝑡𝑡における慣性力から算出した滑り

荷重、𝐿𝐿�は時刻𝑡𝑡における滑り変位、𝑎𝑎�は時刻𝑡𝑡におけ

る上下応答加速度である。𝑇𝑇は地震継続時間、𝑚𝑚は各

試験体の総質量、𝑔𝑔は重力加速度（9.8 m/s²）、𝛥𝛥𝑡𝑡はサ

ンプリング時間（本実験では 0.01 秒）である。 
図 4 には、式(2)で得られた滑り速度の最大値と摩

擦係数の関係と、滑り面の面圧と摩擦係数の関係を

示す。黒塗りのプロットは正弦波および JMA 神戸

の結果を、白抜きのプロットは高速度後の低速度の

正弦波の結果を示す。摩擦係数は、滑り速度が 20 
cm/s 以下では 0.1～0.2 程度、20 cm/s 以上では 0.2～
0.3 程度であり、速度依存性が認められる。滑り面の

面圧による影響については、面圧が大きくなるに従

い滑り速度による摩擦係数のばらつきが小さくなり、

摩擦係数も小さくなる傾向であった。 

  
図 4 滑り速度と摩擦係数の関係（左）と面圧と

摩擦係数の関係（右） 

4.3 FEM によるシミュレーション解析の概要 

 図 5 に解析モデルの立面、平面および鳥観図を示

す。滑り基礎部は、滑り材を Joint 要素、滑り材上面

の鋼板をシェル要素でモデル化する。鋼板（St.）お

よび Joint 要素の諸元を表 2 に示す。Joint 要素の水

平方向は、表 2 の初期剛性 ksを与え、式(3)を用いて

面圧および速度依存性を考慮したせん断強度 τs7)を
考慮する。鉛直方向は、圧縮剛性を kn、引張剛性を

0 とする浮上り非線形 8)を考慮する。同表の各減衰

定数は、数値解析時の安定性を考慮して設定した。 
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n、k、αは材料特性に関するパラメータであり、本報
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摩擦係数は、式(3)を用いた場合（PVDP）に加えて、
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ケースを実施する。面圧は、SP2 および SP10 を対象

とし、事前に自重解析を行い、Joint 要素に初期応力

を考慮する。各加振時には、実験条件を考慮して加

振直交およびねじれ方向の変形を拘束し、振動台上

で得られた加速度応答を、解析モデルの長辺方向へ

単独で入力する。Newmark β 法（β=0.25）による時

刻歴応答解析を行い、解析および出力時間刻みはそ

れぞれ 1/500s、1/100s とする。 
4.4 解析結果 

代表で SP10 の JMA 神戸を対象に、図 7(a)，(b)に、

実験および各解析における試験体上部の加速度時刻

歴波形の比較を、図 8(a)、(b)に、滑り速度または滑

り変位および摩擦係数の関係の比較をそれぞれ示す。

図 7 より、双方の解析とも、最大応答をやや大きく

評価する傾向があるものの、実験と双方の解析の応

答は概ね良く対応している。図 8 より、(a) PVDP は、

(b) CNST に比べて、加振中における滑り速度、また

は滑り変位に応じた摩擦係数の履歴形状を比較的良

く再現できていることがわかる。一方、最大応答や

摩擦耐力は、実験に比べて各解析がやや小さく、こ

れらのモデル化精度を高めていくことでより応答の

再現性が向上する可能性がある。 
 
5. まとめ 

 実大振動台加振実験により、滑り基礎構造を適用

することで強い地震動に対する上部構造の層間変形

を大幅に低減できることを示した。また、2 次元フ

レームでモデル化することで、滑動中に滑り荷重が

変動する傾向も模擬できることを示した。さらに、

要素試験に基づいて摩擦係数の速度・面圧依存性を

モデル化し、非線形 FEM によるシミュレーション

解析によりその妥当性を確認した。 
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図 5 解析モデル(左:立面・平面図, 右:鳥観図) 

  
表 2 基礎部の諸元 

St. thick. 
(m) 

St. Stiff. & damp. St. dens. 
(t/m3) 

Joint stiff. & damp. 
(107 kN/m2) (%) (106 kN/m/m2) (%) 

t E G hS* ρ ks kn hJ** 
0.064 20.5 7.88 2 7.85 1.49 2.36 0.01 

* Rayleigh damping (f1 = f2/2、 f1 = 25 Hz). 
** Stiffness proportional damping (fref = 100Hz). 
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図 8 滑り速度 V，滑り変位 δおよび摩擦係数 μの
関係（SP10，JMA 神戸，左：V & μ，右：δ & μ） 
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図 5 解析モデル(左:立面・平面図, 右:鳥観図) 

  
表 2 基礎部の諸元 

St. thick. 
(m) 

St. Stiff. & damp. St. dens. 
(t/m3) 

Joint stiff. & damp. 
(107 kN/m2) (%) (106 kN/m/m2) (%) 

t E G hS* ρ ks kn hJ** 
0.064 20.5 7.88 2 7.85 1.49 2.36 0.01 

* Rayleigh damping (f1 = f2/2、 f1 = 25 Hz). 
** Stiffness proportional damping (fref = 100Hz). 
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(b) 
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図 8 滑り速度 V，滑り変位 δおよび摩擦係数 μの
関係（SP10，JMA 神戸，左：V & μ，右：δ & μ） 

 

表 3 材

料特性パ

ラメータ 
s' 18.2 
n 2.32 
k 0.0115 
α 0.16 

 図 6 滑り速度と摩擦係数の関係 
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図 7 加速度時刻歴波形の比較（SP10，JMA 神戸） 
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